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財務セクション
3 年間の財務データ

株式会社大塚商会及び連結子会社
12月31日に終了した各年度

百万円 千米ドル
2017 2018 2019 2019

売上高 ¥691,166 ¥759,871 ¥886,536 $8,092,527
　システムインテグレーション事業 408,718 463,293 578,698 5,282,508

　サービス＆サポート事業 282,064 296,577 307,837 2,810,019

　その他の事業 383 — — —

営業利益 44,386 48,058 62,192 567,709

経常利益 45,460 49,285 63,706 581,527

税金等調整前当期純利益 45,363 49,100 62,668 572,058

親会社株主に帰属する当期純利益 31,560 33,601 43,497 397,057

総資産 380,317 406,732 461,812 4,215,536

有利子負債 8,873 8,256 8,807 80,394

自己資本 212,897 229,726 259,328 2,367,219

1株当たり当期純利益（円、米ドル） 166.46 177.22 229.42 2.09

1株当たり配当金（円、米ドル） 70.00 85.00 110.00 1.00

1株当たり営業キャッシュ・フロー（円、米ドル） 190.68 203.83 257.18 2.35

売上高営業利益率（％） 6.42 6.32 7.02 —

売上高純利益率＊（％） 4.57 4.42 4.91 —

有利子負債比率（％） 2.33 2.03 1.91 —

自己資本比率（％） 55.98 56.48 56.15 —
自己資本当期純利益率（ROE）（％） 15.67 15.18 17.79 —

＊「純利益」は、「親会社株主に帰属する当期純利益」を表しています。
自己資本＝純資産合計−新株予約権−非支配株主持分
自己資本当期純利益率（ROE）を算出する場合の自己資本は期中平均値を使用しています。
米ドル金額は、2019年12月末日の為替相場1ドル＝109.55円で換算しています。
連結子会社でありました大塚オートサービス株式会社は、連結業績への影響度が低下したため、2018年より連結から除外されております。これに伴い、「その他の事業」区分は実
績が無くなったため、2018年より記載しておりません。
2018年4月1日を効力発生日として、普通株式1株につき2株の割合で、株式分割を行っております。これに伴い、2017年の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、1株当
たりデータを算定しております。
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経営陣による営業、財務の分析

売上高及び損益の状況

百万円
2018 2019 増減額 増減率

売上高 ¥759,871 ¥886,536 +126,665 +16.7%
　システムインテグレーション事業 463,293 578,698 +115,405 +24.9
　サービス＆サポート事業 296,577 307,837 +11,259 +3.8
売上原価 602,054 706,537 +104,483 +17.4
売上総利益 157,817 179,999 +22,182 +14.1
販売費及び一般管理費 109,758 117,806 +8,047 +7.3
営業利益 48,058 62,192 +14,134 +29.4
経常利益 49,285 63,706 +14,420 +29.3
税金等調整前当期純利益 49,100 62,668 +13,568 +27.6
法人税、住民税及び事業税 15,744 20,331 +4,587 +29.1
法人税等調整額 -622 -1,625 -1,003 —
親会社株主に帰属する当期純利益 33,601 43,497 +9,895 +29.4

売上高の概況
当連結会計年度における当社グループの売上高は、前年同期比1,266億65百万円増（前年同期比16.7％増）の

8,865億36百万円となりました。

システムインテグレーション事業
コンサルティングからシステム設計・開発、搬入設置工事、ネットワーク構築まで最適なシステムを提供するシステ
ムインテグレーション事業では、パソコンの販売台数は高い伸びとなりました。加えて消費税増税対応やシステム更
新需要もありパッケージソフトや受託ソフト等も順調に伸び、これらの結果、売上高は5,786億98百万円（前年同期
比24.9％増）となりました。

サービス＆サポート事業
サプライ供給、ハード＆ソフト保守、テレフォンサポート、アウトソーシングサービス等により導入システムや企業活動

をトータルにサポートするサービス＆サポート事業では、オフィスサプライ通信販売事業「たのめーる」の競争力の強化
に努め、消費税増税前の駆け込み需要にも対応しました。サポート事業「たよれーる」も着実に伸ばし、売上高は3,078
億37百万円（前年同期比3.8％増）となりました。

損益の状況
利益につきましては、売上高の伸長により売上総利益が増加し、売上総利益は1,799億99百万円（前年同期比

14.1%増）となりました。
売上総利益の増加が販売費及び一般管理費の増加を大きく上回ったため、営業利益621億92百万円（前年同期比

29.4％増）、経常利益637億６百万円（前年同期比29.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益434億97百万円（前
年同期比29.4％増）となり、1株当たり当期純利益は229.42円となりました。
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財政状態

百万円
2018 2019 増減額 増減率

資産の部 ¥406,732 ¥461,812 +55,079 +13.5%
　流動資産 331,468 382,485 +51,016 +15.4
　固定資産 75,263 79,326 +4,062 +5.4

負債の部 175,067 200,190 +25,122 +14.4
　流動負債 161,327 186,115 +24,788 +15.4
　固定負債 13,740 14,074 +333 +2.4

純資産の部 231,664 261,622 +29,957 +12.9

注記：	2019年より「税効果会計に係る会計基準の一部改正」等を適用し、2018年に遡って適用しております。これにより、2018年12月末の
流動資産、固定資産を遡及適用後の数値で表示しております。

2018 2019

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 1,013.55 1,321.66
有利子負債比率（％） 2.03 1.91
ROE（％） 15.18 17.79
ROA（％） 12.32 14.50

インタレスト・カバレッジ・レシオ＝事業利益／（支払利息＋社債利息）
総資産事業利益率（ROA）＝事業利益／総資産（期中平均）
事業利益＝営業利益＋受取利息＋有価証券利息＋受取配当金+持分法投資損益

資産の部
当連結会計年度末における資産合計は4,618億12百万円となり、前連結会計年度末に比べ550億79百万円増加し

ました。
流動資産は、「現金及び預金」が増加したことなどにより、3,824億85百万円と前連結会計年度末に比べ510億16

百万円増加しました。固定資産は、793億26百万円と前連結会計年度末に比べ40億62百万円増加しました。

負債の部
当連結会計年度末における負債合計は2,001億90百万円となり、前連結会計年度末に比べ251億22百万円増加し

ました。
流動負債は、「支払手形及び買掛金」が増加したことなどにより、1,861億15百万円と前連結会計年度末に比べ247

億88百万円増加しました。固定負債は、140億74百万円と前連結会計年度末に比べ3億33百万円増加しました。

純資産の部
当連結会計年度末における純資産合計は、「利益剰余金」が増加したことなどにより、2,616億22百万円と前連結会

計年度末に比べ299億57百万円増加しました。
この結果、自己資本比率は56.2％となり、前連結会計年度末より0.3ポイント低下しました。

インタレスト・カバレッジ・レシオは1,321.66倍、有利子負債比率は1.91％、自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）は
17.79％、総資産事業利益率（ＲＯＡ）は14.50％、となりました。
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キャッシュ・フローの状況

次期の見通し

百万円
2018 2019

営業活動によるキャッシュ・フロー ¥38,646 ¥48,762
投資活動によるキャッシュ・フロー -11,096 -7,934
財務活動によるキャッシュ・フロー -13,470 -16,221
現金及び現金同等物の期末残高 151,585 176,198

当連結会計年度における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べて246億12百万円増加し、1,761
億98百万円となりました。
各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。

営業活動によるキャッシュ・フロー
営業活動から得られた資金は、「税金等調整前当期純利益」が増加したことなどにより、前年同期に比べ101億15

百万円増加し、487億62百万円となりました。

投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動に使用した資金は、当連結会計年度において「投資有価証券の取得による支出」が減少したことなどにより、

前年同期に比べ31億62百万円減少し、79億34百万円となりました。

財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動に使用した資金は、「配当金の支払額」が増加したことなどにより、前年同期に比べ27億51百万円増加し、

162億21百万円となりました。

また、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合わせたフリー・キャッシュ・フローは、
前年同期に比べ132億78百万円増加し、408億28百万円となりました。

次期の連結業績予想は以下の通りです。売上高8,640億円（前年同期比2.5％減）、営業利益637億円（前年同期比
2.4％増）、経常利益646億円（前年同期比1.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益435億30百万円（前年同期比
0.1％増）。
セグメント別の売上高では、システムインテグレーション事業5,435億50百万円（前年同期比6.1％減）、サービス＆
サポート事業3,204億50百万円（前年同期比4.1％増）



 

連結貸借対照表 
 
 

  

株式会社大塚商会及び連結子会社 

2018年及び2019年12月31日現在 
   

 

百万円   

 

千米ドル 

  2018  2019   2019 

資産の部        
流動資産        

現金及び預金(注記 2) ¥ 150,888 ¥ 175,427  $ 1,601,342 
受取手形及び売掛金(注記 4)  132,352  149,574   1,365,356 
商品  25,721  32,321   295,037 
仕掛品  957  1,470   13,420 
原材料及び貯蔵品  828  754   6,888 
その他  20,833  23,057   210,477 
貸倒引当金  (113)  (120)   (1,099) 
流動資産合計  331,468  382,485   3,491,424 

固定資産        

有形固定資産        

建物及び構築物  58,138  58,933   537,961 
減価償却累計額及び減損損失累計額  (40,761)  (42,183)   (385,060) 
建物及び構築物(純額)  17,376  16,750   152,901 

土地(注記 3)  15,604  15,351   140,135 
その他  13,038  12,683   115,780 

減価償却累計額及び減損損失累計額  (9,389)  (8,838)   (80,677) 
その他(純額)  3,649  3,845   35,103 

有形固定資産合計  36,629  35,947   328,140 
無形固定資産        

ソフトウェア  13,729  14,452   131,923 
その他  59  59   541 
無形固定資産合計  13,789  14,511   132,465 

投資その他の資産        

投資有価証券(注記 1)  14,609  17,358   158,456 
差入保証金  2,424  2,428   22,163 
繰延税金資産  6,144  6,895   62,941 
その他  1,854  2,414   22,036 
貸倒引当金  (187)  (229)   (2,091) 
投資その他の資産合計  24,844  28,867   263,506 

固定資産合計  75,263  79,326   724,112 
資産合計 ¥ 406,732 ¥ 461,812  $ 4,215,536 

連結財務諸表にかかわる注記があります。 
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百万円   

 

千米ドル 

  2018  2019   2019 
負債の部        

流動負債        

支払手形及び買掛金(注記 ２)(注記 4) ¥ 89,322 ¥ 102,006  $ 931,141 
電子記録債務  17,904  19,105   174,403 
短期借入金  4,800  4,800   43,815 
未払法人税等  9,326  13,270   121,134 
前受金  14,350  14,742   134,572 
賞与引当金  3,564  4,014   36,645 
その他  22,058  28,176   257,199 
流動負債合計  161,327  186,115   1,698,913 

固定負債        

長期借入金  1,700  1,700   15,518 
リース債務  1,058  1,583   14,452 
役員退職慰労引当金  690  713   6,517 
退職給付に係る負債  9,205  8,999   82,145 
その他  1,085  1,077   9,838 
固定負債合計  13,740  14,074   128,471 

負債合計  175,067  200,190   1,827,384 
純資産の部        

株主資本        
資本金  10,374  10,374   94,704 
資本剰余金  16,254  16,254   148,377 
利益剰余金  209,335  236,544   2,159,235 
自己株式  (139)  (139)   (1,276) 
株主資本合計  235,825  263,034   2,401,041 

その他の包括利益累計額        

その他有価証券評価差額金  4,544  6,117   55,844 
繰延ヘッジ損益  (23)  2   18 
土地再評価差額金(注記 3)  (11,650)  (11,402)   (104,080) 
為替換算調整勘定  3  7   67 
退職給付に係る調整累計額  1,027  1,569   14,328 
その他の包括利益累計額合計  (6,098)  (3,705)   (33,821) 

非支配株主持分  1,938  2,293   20,932 
純資産合計  231,664  261,622   2,388,151 

負債・純資産合計 ¥ 406,732 ¥ 461,812  $ 4,215,536 
連結財務諸表にかかわる注記があります。        
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連結損益計算書 
 
 

株式会社大塚商会及び連結子会社 

2018年及び2019年12月期     

百万円   

 

千米ドル 

  2018  2019   2019 
売上高 ¥ 759,871 ¥ 886,536  $ 8,092,527 
売上原価  602,054  706,537   6,449,448 
売上総利益  157,817  179,999   1,643,078 
販売費及び一般管理費        

給料手当及び賞与  42,549  45,646   416,672 
役員報酬  580  598   5,458 
福利厚生費  7,094  7,561   69,019 
賃借料  6,699  6,894   62,934 
運送費及び保管費  20,812  23,024   210,175 
賞与引当金繰入額  2,383  2,744   25,052 
退職給付費用  2,299  2,402   21,932 
役員退職慰労引当金繰入額  65  66   606 
貸倒引当金繰入額  73  95   874 
減価償却費  5,126  5,664   51,707 
その他  22,074  23,107   210,935 
販売費及び一般管理費合計(注記 1)  109,758  117,806   1,075,369 

営業利益  48,058  62,192   567,709 
営業外収益        

受取利息  13  10   95 
受取配当金  162  186   1,704 
受取家賃  248  253   2,312 
リサイクル収入  175  207   1,897 
持分法による投資利益  259  572   5,230 
為替差益  179  151   1,380 
その他  241  189   1,728 
営業外収益合計  1,282  1,571   14,349 

営業外費用        
支払利息  47  47   434 
その他  7  10   96 
営業外費用合計  55  58   530 

経常利益  49,285  63,706   581,527 
特別利益        

固定資産売却益(注記 ２)  96  －   - 
投資有価証券売却益  2  34   317 
その他  7  －   - 
特別利益合計  106  34   317 

特別損失        
固定資産除却損(注記 ３)  61  73   671 
減損損失  227  967   8,831 
その他  2  31   284 
特別損失合計  292  1,072   9,787 

税金等調整前当期純利益  49,100  62,668   572,058 
法人税、住民税及び事業税  15,744  20,331   185,594 
法人税等調整額  (622)  (1,625)   (14,840) 
法人税等合計  15,122  18,706   170,753 
当期純利益  33,977  43,962   401,304 
非支配株主に帰属する当期純利益  375  465   4,247 
親会社株主に帰属する当期純利益 ¥ 33,601 ¥ 43,497  $ 397,057 
連結財務諸表にかかわる注記があります。        
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連結包括利益計算書 
 
 

株式会社大塚商会及び連結子会社 

2018年及び2019年12月期 
 

   

 

百万円   

 

千米ドル 
  2018  2019   2019 
当期純利益 ¥ 33,977 ¥ 43,962  $ 401,304 
その他の包括利益        

その他有価証券評価差額金  (2,763)  1,565   14,288 
繰延ヘッジ損益  (31)  31   284 
土地再評価差額金  －  76   695 
退職給付に係る調整額  (263)  556   5,078 
持分法適用会社に対する持分相当額  (45)  (5)   (49) 
その他の包括利益合計(注記 １)  (3,103)  2,223   20,297 

包括利益 ¥ 30,874 ¥ 46,186  $ 421,601 
(内訳)        
親会社株主に係る包括利益 ¥ 30,468 ¥ 45,718  $ 417,331 
非支配株主に係る包括利益  406  467   4,270 

連結財務諸表にかかわる注記があります。        
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連結株主資本等変動計算書 
 
 

株式会社大塚商会及び連結子会社 百万円 
2018年12月期 株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

2018年1月1日現在の残高 ¥ 10,374 ¥ 16,254 ¥ 189,816 ¥ (137) ¥ 216,308 
剰余金の配当      (13,272)    (13,272) 
親会社株主に帰属する当期純利益      33,601    33,601 
土地再評価差額金の取崩      (446)    (446) 
自己株式の取得        (2)  (2) 
連結範囲の変動      (364)    (364) 
株主資本以外の項目の変動額           

当期変動額合計  －  －  19,518  (2)  19,516 
2018年12月31日現在の残高 ¥ 10,374 ¥ 16,254 ¥ 209,335 ¥ (139) ¥ 235,825 

 
 百万円 

 その他の包括利益累計額  

 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価

差額金 

為替換算 

調整勘定 

退職給付 

に係る 

調整累計額 

その他の 

包括利益 

累計額合計 

非支配株主

持分 純資産合計 

2018年1月1日現在の残高 ¥ 7,348 ¥ 2 ¥ (12,097) ¥ 45 ¥ 1,289 ¥ (3,411) ¥ 1,634 ¥ 214,532 
剰余金の配当                (13,272) 
親会社株主に帰属する当期純利益                33,601 
土地再評価差額金の取崩                (446) 
自己株式の取得                (2) 
連結範囲の変動                (364) 
株主資本以外の項目の変動額  (2,804)  (25)  446  (41)  (261)  (2,687)  303  (2,384) 

当期変動額合計  (2,804)  (25)  446  (41)  (261)  (2,687)  303  17,132 
2018年12月31日現在の残高 ¥ 4,544 ¥ (23) ¥ (11,650) ¥ 3 ¥ 1,027 ¥ (6,098) ¥ 1,938 ¥ 231,664 

 
 

株式会社大塚商会及び連結子会社 百万円 
2019年12月期 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

2019年1月1日現在の残高 ¥ 10,374 ¥ 16,254 ¥ 209,335 ¥ (139) ¥ 235,825 
剰余金の配当      (16,116)    (16,116) 
親会社株主に帰属する当期純利益      43,497    43,497 
土地再評価差額金の取崩      (172)    (172) 
自己株式の取得        (0)  (0) 
株主資本以外の項目の変動額           

当期変動額合計  －  －  27,208  (0)  27,208 
2019年12月31日現在の残高 ¥ 10,374 ¥ 16,254 ¥ 236,544 ¥ (139) ¥ 263,034 

 
 百万円 

 その他の包括利益累計額  

 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価 

差額金 

為替換算 

調整勘定 

退職給付 

に係る 

調整累計額 

その他の 

包括利益 

累計額合計 

非支配株主

持分 純資産合計 

2019年1月1日現在の残高 ¥ 4,544 ¥ (23) ¥ (11,650) ¥ 3 ¥ 1,027 ¥ (6,098) ¥ 1,938 ¥ 231,664 
剰余金の配当                (16,116) 
親会社株主に帰属する当期純利益                43,497 
土地再評価差額金の取崩                (172) 
自己株式の取得                (0) 
株主資本以外の項目の変動額  1,573  25  248  4  542  2,393  355  2,748 

当期変動額合計  1,573  25  248  4  542  2,393  355  29,957 
2019年12月31日現在の残高 ¥ 6,117 ¥ 2 ¥ (11,402) ¥ 7 ¥ 1,569 ¥ (3,705) ¥ 2,293 ¥ 261,622 
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株式会社大塚商会及び連結子会社 千米ドル 
2019年12月期 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

2019年1月1日現在の残高 $ 94,704 $ 148,377 $ 1,910,866 $ (1,274) $ 2,152,673 
剰余金の配当      (147,111)    (147,111) 
親会社株主に帰属する当期純利益      397,057    397,057 
土地再評価差額金の取崩      (1,576)    (1,576) 
自己株式の取得        (1)  (1) 
株主資本以外の項目の変動額           

当期変動額合計  -  -  248,369  (1)  248,367 
2019年12月31日現在の残高 $ 94,704 $ 148,377 $ 2,159,235 $ (1,276) $ 2,401,041 

 

 千米ドル 

 その他の包括利益累計額     

 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価

差額金 

為替換算 

調整勘定 

退職給付 

に係る 

調整累計額 

その他の 

包括利益 

累計額合計 

非支配株主

持分 純資産合計 

2019年1月1日現在の残高 $ 41,483 $ (213) $ (106,352) $ 30 $ 9,379 $ (55,672) $ 17,691 $ 2,114,692 
剰余金の配当                (147,111) 
親会社株主に帰属する当期純利益                397,057 
土地再評価差額金の取崩                (1,576) 
自己株式の取得                (1) 
株主資本以外の項目の変動額  14,360  231  2,271  37  4,949  21,850  3,241  25,091 

当期変動額合計  14,360  231  2,271  37  4,949  21,850  3,241  273,459 
2019年12月31日現在の残高 $ 55,844 $ 18 $ (104,080) $ 67 $ 14,328 $ (33,821) $ 20,932 $ 2,388,151 
連結財務諸表にかかわる注記があります。 
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連結キャッシュ・フロー計算書 
 
 

株式会社大塚商会及び連結子会社 

2018年及び2019年12月期 

   

 

百万円   

 

千米ドル 

  2018  2019   2019 
営業活動によるキャッシュ・フロー：        

税金等調整前当期純利益 ¥ 49,100 ¥ 62,668  $ 572,058 
減価償却費  6,438  7,228   65,983 
減損損失  227  967   8,831 
貸倒引当金の増減額  9  48   442 
受取利息及び受取配当金  (176)  (197)   (1,799) 
支払利息  47  47   434 
持分法による投資損(益)  (259)  (572)   (5,230) 
固定資産除却損  61  73   671 
固定資産売却損(益)  (94)  －   - 
売上債権の増減額  (10,255)  (17,263)   (157,588) 
棚卸資産の増減額  (909)  (7,038)   (64,251) 
仕入債務の増減額  6,246  13,884   126,745 
その他  2,540  5,246   47,889 
小計  52,976  65,093   594,186 
利息及び配当金の受取額  207  276   2,521 
利息の支払額  (48)  (47)   (436) 
法人税等の支払額  (14,489)  (16,559)   (151,154) 
営業活動によるキャッシュ・フロー  38,646  48,762   445,116 

投資活動によるキャッシュ・フロー：        
有形固定資産の取得による支出  (2,436)  (2,152)   (19,649) 
有形固定資産の売却による収入  243  －   - 
ソフトウェアの取得による支出  (5,864)  (5,707)   (52,099) 
投資有価証券の取得による支出  (3,065)  (43)   (396) 
投資有価証券の売却による収入  10  65   599 
その他  13  (96)   (878) 
投資活動によるキャッシュ・フロー  (11,096)  (7,934)   (72,425) 

財務活動によるキャッシュ・フロー：        
短期借入金の増減額(純額)  (100)  －   - 
配当金の支払額  (13,265)  (16,109)   (147,047) 
その他  (105)  (112)   (1,030) 
財務活動によるキャッシュ・フロー  (13,470)  (16,221)   (148,077) 

現金及び現金同等物に係る換算差額  (7)  6   55 
現金及び現金同等物の増減額  14,071  24,612   224,668 
現金及び現金同等物期首残高  137,545  151,585   1,383,714 
連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額  (31)  －   - 
現金及び現金同等物期末残高(注記 1) ¥ 151,585 ¥ 176,198  $ 1,608,383 
連結財務諸表にかかわる注記があります。        
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連結財務諸表注記 
株式会社大塚商会及び連結子会社 

 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

１．連結財務諸表の作成基準及び重要な会計方針の要約 

会計原則 

株式会社大塚商会(以下、当社という)及び連結子会社の連結財務諸表は日本の金融商品取引法に従い、日本において一般に

公正妥当と認められている会計原則及び会計慣行に基づいて作成されたものです。これらの会計原則及び会計慣行は、国際

財務報告基準の要求する開示や取扱いといくつかの点において異なっております。 

 

２．重要な会計方針の要約 

(１) 連結の範囲 

2018年及び2019年12月31日現在の子会社及び連結子会社の数は次のとおりです。 

 2018 2019 
子会社 8社 8社 
(うち連結子会社) (4社) (4社) 

 

2019年12月期における4社の連結子会社は次のとおりです。 

 議決権の所有割合 

(株)ＯＳＫ 100.0% 
(株)アルファテクノ 100.0% 
(株)アルファネット 100.0% 
(株)ネットワールド 81.5% 

 

(当社及び連結子会社を以下、連結会社と呼称します) 

 

連結子会社の決算日はすべて連結決算日と同一です。 

非連結子会社の総資産、売上高、連結純損益及び利益剰余金は重要な影響がないため、連結の範囲からは除外しており

ます。 

 

(２) 非連結子会社及び関連会社 

2018年及び2019年12月31日現在の非連結子会社及び関連会社は次のとおりです。 

 2018 2019 
非連結子会社 4社 4社 
関連会社 7社 7社 
(うち持分法適用関連会社) (3社) (3社) 

 

非連結子会社及び持分法を適用しない関連会社については、それぞれ連結純損益及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法は適用せず原価法により評価しております。 

 

2019年12月期における3社の持分法適用関連会社は次のとおりです。 

  議決権の所有割合 

大塚資訊科技(股)有限公司 37.8％ 

(株)ライオン事務器 40.4％ 

ＲＯホールディングス(株) 33.4% 

 

決算日と連結決算日との差異がある会社については、連結決算日直近となる決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引については、持分法適用上必要な修正を行っております。 
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(３) 金融商品 

(a) 有価証券 

連結会社が保有する有価証券は、次のとおりです。 

・その他の有価証券 

時価のあるもの：決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)で処理しております。 

時価のないもの：移動平均法による原価法で処理しております。 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

 

(b) デリバティブ 

時価法 

 

(４) 棚卸資産 

評価基準は原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)   

商品 主として移動平均法 

仕掛品 個別法 

原材料及び貯蔵品 主として移動平均法 

 

(５) 有形固定資産(リース資産を除く) 

有形固定資産の減価償却の方法は、定率法によっております。 

ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに２０１６年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 １５～５０年 

その他   ４～１０年 

また、通常の修繕、維持に係る費用は、連結損益計算書上で費用に計上しております。 

 

(６) 無形固定資産(リース資産を除く) 

市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売金額に基づき、当連結会計年度の販売金額に対応する金額を償

却しております。 

ただし、毎期の償却額は残存有効期間(見込有効期間３年以内)に基づく均等配分額を下回らないこととしておりま

す。社内利用のソフトウェアについては、利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

 

(７) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

(８) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(９) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。 

 

(１０) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、社内規程に基づく連結会計年度末要支給額を計上しております。 
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(１１) 退職給付に係る会計処理の方法 

(a) 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。 

 

(b) 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１２年)による定額法により費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(主として1 

2 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

 

(１２) 受注制作のソフトウェア等に係る収益及び費用の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるものについては、工事進行基準(原則として、

工事の進捗率の見積りは原価比例法)によっております。 

その他のものについては、工事完成基準によっております。 

 

(１３) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

(１４) 重要なヘッジ会計の方法 

(a) ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、

特例処理によっております。 

 

(b) ヘッジ手段とヘッジ対象 

イ．ヘッジ手段…為替予約 

  ヘッジ対象…外貨建予定取引 

ロ．ヘッジ手段…金利スワップ 

  ヘッジ対象…借入金 

 

(c) ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避することを目的として

おります。 

 

(d) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断しております。なお、ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり

相場変動を完全に相殺できると想定できる場合には有効性評価を省略しております。ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

 

(１５) 現金及び現金同等物 

連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

 

(１６) 法人税等 

連結会社の法人税等は、法人税、住民税及び事業税で構成されております。 

連結会社は税効果会計を採用しております。法人税等は資産負債法により決定されております。即ち、繰延税金資

産及び繰延税金負債は、税法上の資産負債と連結財務諸表上の資産負債との一時差異について認識されています。 
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(１７) 消費税 

日本の消費税法は、国内のすべての財、サービスの消費に対して消費税を課しております(一部免税あり)。売上に

係る消費税は連結損益計算書の売上高には含めず、負債として処理しております。連結会社が支払った仕入等に係る

消費税についてもまた原価及び費用には含めておらず、これらの売上にかかる消費税と仕入等に係る消費税の相殺後

の金額を、流動負債その他に含めております。 

 

(１８) 未適用の会計基準等 

・「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第２９号 2018年３月３０日) 

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第３０号 2018年３月３０日) 

 

(a) 概要 

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。     

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。 

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。 

 

(b) 適用予定日 

２０２２年１２月期の期首より適用予定であります。 

 

(c) 当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。 

 

・「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 ２０１９年７月４日) 

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号 ２０１９年７月４日) 

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号 ２０１９年７月４日) 

・「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 ２０１９年７月４日) 

  

(a) 概要 

国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させるため、「時価の算定に関する会計基準」及び「時価の算定

に関する会計基準の適用指針」(以下「時価算定会計基準等」という。)が開発され、時価の算定方法に関するガイ

ダンス等が定められました。時価算定会計基準等は次の項目の時価に適用されます。 

・「金融商品に関する会計基準」における金融商品 

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」におけるトレーディング目的で保有する棚卸資産 

  

(b) 適用予定日 

2022年12月期の期首より適用予定であります。 

  

(c) 当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。 

 

(１９) 表示方法の変更 

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更) 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 ２０１８年２月16日)を当連結会計年度の期

首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に

変更しました。 

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」3,181百万円は、「投資

その他の資産」の「繰延税金資産」6,144百万円に含めて表示しております。 

 

(２０) 金額表示 

百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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３．米ドル金額 

 

米ドル表示金額は、海外読者の便宜を図るために表示しております。千米ドル未満を切り捨てて表示しております。 

円貨からの換算レートは2019年12月末日の為替相場1ドル＝$109.55で算出しておりますが、これらの計算は実際に、

このレートで円貨が米ドルに交換、決済されたことを示しているものではありません。 

  

 

(連結貸借対照表関係) 

※１．投資有価証券 

2018年及び2019年12月31日現在、非連結子会社及び関連会社に対する主なものは次のとおりです。 

     百万円   千米ドル 

  2018  2019   2019 

 投資有価証券(株式) ¥ 6,214 ¥ 6,704  $ 61,197 
 投資有価証券(出資金)  217  217   1,982 

 

※２．担保資産 
2018年及び2019年12月31日現在、担保資産は次のとおりです。 

    百万円  千米ドル 

  2018  2019  2019 

 定期預金 ¥ 5  －   - 
 

上記に対応する債務は次のとおりです。 
   百万円  千米ドル 

  2018 2019  2019 

 支払手形及び買掛金 ¥ 5  －   - 
 

※３．土地再評価 
「土地の再評価に関する法律」(1998年3月31日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法

律」(2001年3月31日公布法律第19号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額から再評価に係る繰延税金

負債を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

同法律第3条第3項に定める再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」(1998年3月31日公布政令第119号)第2条第4号に定める路線価及び路線価のな

い土地は第2条第3号に定める固定資産税評価額に基づき、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って算出しております。 

再評価を行った年月日 2001年12月31日 

再評価を行った土地の各期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額は次のとおりです。 

  百万円  千米ドル 

2018  2019  2019 

再評価を行った土地の各期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 ¥ 73 ¥ 438  $ 3,998 

 
※４．満期日手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行

われたものとして処理しています。 

2018年及び2019年12月31日現在の連結会計年度末の満期手形は次のとおりです。 

   百万円  千米ドル 

 2018  2019   2019 

受取手形 ¥ 555 ¥ 450  $ 4,107 

支払手形  －  0   1 
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(連結損益計算書関係) 

※１．研究開発費 

 2018年及び2019年12月31日に終了する連結会計年度の研究開発費は次のとおりです。 

    百万円  千米ドル 

 

  2018  2019   2019 

 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ¥ 1,004 ¥ 476  $ 4,345 

 
※2．固定資産売却益 

 2018年及び2019年12月31日に終了する連結会計年度の固定資産売却益は次のとおりです。 

   百万円  千米ドル 

  2018  2019  2019 

 建物及び構築物 ¥ 59  －   - 
 土地  37  －   - 
 有形固定資産その他  0  －   - 
 固定資産売却益 ¥ 96  －   - 

 
※3．固定資産除却損 

 2018年及び2019年12月31日に終了する連結会計年度の固定資産除却損は次のとおりです。 

   百万円  千米ドル 

  2018 2019   2019 

 建物及び構築物 ¥ 27 ¥ 43  $ 396 

 有形固定資産その他  33  28   262 

 ソフトウェア  －  1   12 

 固定資産除却損 ¥ 61 ¥ 73  $ 671 
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(連結包括利益計算書関係) 

※１．その他の包括利益 

その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額は次のとおりです。 

    百万円   千米ドル 

 2018  2019   2019 

その他有価証券評価差額金        
当期発生額 ¥ (3,993) ¥ 2,263  $ 20,665 
組替調整額  (2)  (7)   (70) 

税効果調整前  (3,996)  2,256   20,594 
税効果額  1,232  (690)   (6,306) 
その他有価証券評価差額金  (2,763)  1,565   14,288 

繰延ヘッジ損益        
当期発生額  (22)  1   15 
組替調整額  (23)  43   394 

税効果調整前  (45)  44   409 
税効果額  13  (13)   (125) 
繰延ヘッジ損益  (31)  31   284 

土地再評価差額金        
当期発生額  －  －   - 
組替調整額  －  －   - 

税効果調整前  －  －   - 
税効果額  －  76   695 

土地再評価差額金  －  76   695 
退職給付に係る調整額        

当期発生額  (452)  559   5,107 
組替調整額  74  243   2,223 

税効果調整前  (378)  803   7,331 
税効果額  115  (246)   (2,252) 
退職給付に係る調整額  (263)  556   5,078 

持分法適用会社に対する持分相当額        
当期発生額  (47)  (6)   (62) 
組替調整額  1  1   13 

持分法適用会社に対する持分相当額  (45)  (5)   (49) 
その他の包括利益合計 ¥ (3,103) ¥ 2,223  $ 20,297 
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

１．株主資本 

日本の会社法においては、剰余金の配当を行う場合、資本金の２５％に相当する額が資本準備金及び利益準備金の合計額を

超える時は、その超過額または配当の１０％に相当する額のうちいずれか少ない方の金額を、資本準備金あるいは利益準備金と

して計上することが要求されております。また、配当は、株主総会の決議、もしくは一定の条件を充たした場合は取締役会の決

議において、いつでも行うことが可能となっております。 

ただし、資本準備金及び利益準備金から配当を実施することはできません。 

 

２．剰余金の配当等 

(１) 発行済株式数 

  千株 

 2018 2019 

期首株式数 95,001 190,002 

増加株式数(*) 95,001 － 

減少株式数 － － 

期末株式数 190,002 190,002 

株式の種類は全て普通株式であります。 

＊当社は、2018年4月1日を効力発生日として、普通株式1株につき2株の割合で株式分割を実施しております。普通株式の発行済株式数の増

加は、当該株式分割によるものであります。 

 

(２) 自己株式数 

  千株 

 2018 2019 

期首株式数 200 400 
増加株式数 (*1) 200 (*2) 0 
減少株式数 － － 

期末株式数 400 400 
株式の種類は全て普通株式であります。 

＊1 当社は、2018年4月1日を効力発生日として、普通株式1株につき2株の割合で株式分割を実施しております。普通株式の自己株式数の増

加は、当該株式分割により増加した200千株に、単元未満株式の買取りにより増加した0千株を加えたものであります。 

＊2  普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

(３) 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

(４) 配当に関する事項 

配当金支払額は、以下のとおり定時株主総会において承認されました。 

決議日 
配当金の総額  

１株当たり配当額 基準日 効力発生日
 

 (百万円)  (千米ドル) 
 

 (円) (米ドル)   

2018/03/28 ¥ 13,272 $ 121,151  ¥ 140.00 $ 1.28 2017/12/31 2018/03/29 

2019/03/27 ¥ 16,116 $ 147,111  (*) ¥ 85.00 $ 0.78 2018/12/31 2019/03/28 

2020/03/27 ¥ 20,856 $ 190,380  (*) ¥ 110.00 $ 1.00 2019/12/31 2020/03/30 

株式の種類は全て普通株式であります。 

配当の原資は、利益剰余金です。 

＊当社は、2018年4月1日を効力発生日として、普通株式1株につき2株の割合で株式分割を実施しております。これに伴い、基準日が2018

年12月31日、及び201９年12月31日の1株当たり配当額については、株式分割後の金額を記載しております。なお、株式分割を考慮しな

い場合の当該1株当たり配当額はそれぞれ170円、220円となります。 
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１．キャッシュ・フロー情報 

 現金及び現金同等物は次のとおりです。 

 
   百万円   千米ドル 

 2018  2019   2019 

現金及び預金 ¥ 150,888 ¥ 175,427  $ 1,601,342 

預入期間が3ヶ月を超える定期預金  (55)  (45)   (410) 

その他流動資産に含まれる運用期間が3ヶ月以内の信託受益権  752  816   7,451 

現金及び現金同等物 ¥ 151,585 ¥ 176,198  $ 1,608,383 

 
 

(リース取引関係) 

１．ファイナンス・リース取引(借主側) 

 重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

 

２．オペレーティング・リース取引(借主側) 

 2018年及び2019年12月31日時点のオペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料の

期末残高は要約すると次のとおりです。 

   百万円  千米ドル 

 2018  2019   2019 

1年内 ¥ 614 ¥ 280  $ 2,564 

1年超  149  240   2,197 

合計 ¥ 764 ¥ 521  $ 4,761 

 
 

(金融商品関係) 

１．金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、運転資金を銀行借入により調達しており

ます。 

 

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引先ご

とに与信管理を徹底し、回収期日や残高を定期的に管理することで、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。 

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業等の株式であります。上場株式は市場価格の変動リスクに晒され

ておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を分析・把握することで回収可能性の確保や減損懸念の軽減を図

っております。 

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、ほぼ３ヶ月以内の支払期日であります。短期借入金及び長

期借入金は、主に運転資金に係る資金調達であります。 

また、これら支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金、未払法人税等の金銭債務は、流動性リスクに晒さ

れておりますが、資金繰計画を作成する等の方法により管理しております。長期借入金は、金利変動リスクに晒され

ておりますが、金利スワップ取引を利用してヘッジしております。 

デリバティブ取引は、金利スワップ取引及び一部の連結子会社の為替予約取引であり、執行・管理については、取

引権限を定めた社内規程に従うこととしております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 
 

百万円 

      2018 

 

 
連結貸借 

対照表 

計上額 

 

 

 

時価 

 

 

 

差額 

１)現金及び預金 ¥ 150,888 ¥ 150,888  － 

２)受取手形及び売掛金  132,352  132,352  － 

３)投資有価証券       

①その他有価証券  8,021  8,021  － 

②関連会社株式  1,185  1,755  569 

資産計 ¥ 292,447 ¥ 293,017 ¥ 569 
 

４)支払手形及び買掛金 
 

¥ 89,322 
 

¥ 89,322 
 

 － 

５)電子記録債務  17,904  17,904  － 

６)短期借入金  4,800  4,800  － 

７)未払法人税等  9,326  9,326  － 

８)長期借入金  1,700  1,702  2 

負債計 ¥ 123,053 ¥ 123,056 ¥ 2 

デリバティブ取引(*)       

ヘッジ会計が適用されていないもの ¥ (12) ¥ (12)  － 

ヘッジ会計が適用されているもの  (41)  (41)  － 

デリバティブ取引計 ¥ (53) ¥ (53)  － 
* デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、(  )で示しております。 

 
 

     百万円 

 
     2019 

  連結貸借 

対照表 

計上額 

  

 

時価 

  

 

差額 

１)現金及び預金 ¥ 175,427 ¥ 175,427  － 

２)受取手形及び売掛金  149,574  149,574  － 

３)投資有価証券       

①その他有価証券  10,277  10,277  － 

②関連会社株式  1,302  3,078  1,775 

資産計 ¥ 336,581 ¥ 338,357 ¥ 1,775 
 

４)支払手形及び買掛金 
 

¥ 102,006 
 

¥ 102,006 
 

 － 

５)電子記録債務  19,105  19,105  － 

６)短期借入金  4,800  4,800  － 

７)未払法人税等  13,270  13,270  － 

８)長期借入金  1,700  1,701  1 

負債計 ¥ 140,882 ¥ 140,884 ¥ 1 

デリバティブ取引(*)       

ヘッジ会計が適用されていないもの ¥ 4 ¥ 4  － 

ヘッジ会計が適用されているもの  3  3  － 

デリバティブ取引計 ¥ 8 ¥ 8  － 
* デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、(  )で示しております。 
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     千米ドル 

 
     2019 

  連結貸借 

対照表 

計上額 

 

 

時価  

 

差額 

１)現金及び預金 $ 1,601,342 $ 1,601,342  - 

２)受取手形及び売掛金  1,365,356  1,365,356  - 
３)投資有価証券       

①その他有価証券  93,812  93,812  - 
②関連会社株式  11,893  28,100  16,207 

資産計 $ 3,072,405 $ 3,088,612 $ 16,207 
       
４)支払手形及び買掛金 $ 931,141 $ 931,141  - 
５)電子記録債務  174,403  174,403  - 
６)短期借入金  43,815  43,815  - 
７)未払法人税等  121,134  121,134  - 
８)長期借入金  15,518  15,536  18 

負債計 $ 1,286,013 $ 1,286,031 $ 18 

デリバティブ取引(*)       

ヘッジ会計が適用されていないもの $ 44 $ 44  - 
ヘッジ会計が適用されているもの  32  32  - 
デリバティブ取引計 $ 77 $ 77  - 
* デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、(  )で示しております。 

 
(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

1) 現金及び預金、2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 

3) 投資有価証券 

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。 

負債 

4) 支払手形及び買掛金、5) 電子記録債務、6) 短期借入金、7) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 

8) 長期借入金 

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しております。 

デリバティブ取引 

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。 

 

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額(2018年及び2019年12月31

日現在) 

    百万円   千米ドル 

 2018  2019   2019 

非上場株式等 ¥ 5,372 ¥ 5,745  $ 52,449 
投資事業有限責任組合等への出資  29  33   301 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「３)投資有価証券」に

は含めておりません。 
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(注)3.  金銭債権の連結決算日後の償還予定額 
 

       百万円 

 
       2018 

 
 1年以内 

 1年超 

5年以内 

 5年超 

10年以内  10年超 

現金及び預金 ¥ 150,888  －  －  － 

受取手形及び売掛金  132,352  －  －  － 

合計 ¥ 283,240  －  －  － 

         

        百万円 

        2019 

  1年以内 
 

1年超 

5年以内 
 

5年超 

10年以内  10年超 

現金及び預金 ¥ 175,427  －  －  － 

受取手形及び売掛金  149,574  －  －  － 

合計 ¥ 325,001  －  －  － 
         

        千米ドル 

        2019 

  1年以内 
 

1年超 

5年以内 
 

5年超 

10年以内  10年超 

現金及び預金 $ 1,601,342  -  -  - 
受取手形及び売掛金  1,365,356  -  -  - 
合計 $ 2,966,699  -  -  - 

 

(注)4.  長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 
 

       百万円 

 
       2018 

 1年以内 

 1年超 

5年以内  

5年超 

10年以内  10年超 

短期借入金 ¥ 4,800  －  －  － 

長期借入金  －  1,700  －  － 

         

        百万円 

        2019 

 1年以内 
 

1年超 

5年以内  

5年超 

10年以内  10年超 

短期借入金 ¥ 4,800  －  －  － 

長期借入金  －  1,700  －  － 

         

        千米ドル 

        2019 

 
 
1年以内 

 
1年超 

5年以内  

5年超 

10年以内  10年超 

短期借入金 $ 43,815  -  -  - 

長期借入金  -  15,518  -  - 
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(有価証券関係) 

2018年及び2019年12月31日現在の有価証券の内訳は次のとおりです。 

 

(１) その他有価証券で時価のあるもの 

  
          百万円      千米ドル 

      2018      2019      2019 

 
連結貸借 

対照表 

計上額 取得原価 差額 

連結貸借 

対照表 

計上額 取得原価 差額  

連結貸借 

対照表 

計上額  取得原価  差額 

連結貸借対照表計上額＞取得原価                   

① 株式

  
¥ 7,826 ¥ 1,272 ¥ 6,554 ¥ 10,065 ¥ 1,293 ¥ 8,771 $ 91,877 $ 11,806 $ 80,070 

② 債券

 

 

  

 －  －  －  －  －  －  -  -  - 
③ その他

 

 

  

 170  102  67  211  107  104  1,934  984  950 

     ¥ 7,997 ¥ 1,375 ¥ 6,622 ¥ 10,277 ¥ 1,401 ¥ 8,875 $ 93,812 $ 12,791 $ 81,021 

連結貸借対照表計上額≦取得原価                   
① 株式

 

 

  

¥ 24 ¥ 26 ¥ (2)  －  －  －  -  -  - 
② 債券

 

 

  

 －  －  －  －  －  －  -  -  - 
③ その他

 

 

  

 －  －  －  －  －  －  -  -  - 
    ¥ 24 ¥ 26 ¥ (2)  －  －  －  -  -  - 
合計 ¥ 8,021 ¥ 1,402 ¥ 6,619 ¥ 10,277 ¥ 1,401 ¥ 8,875 $ 93,812 $ 12,791 $ 81,021 

 

(注)以下の非上場株式及び投資事業有限責任組合等への出資については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上

表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 

 
  百万円  千米ドル 

 2018  2019   2019 

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額  連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
       

非上場株式 ¥ 126 ¥ 127  $ 1,162 

投資事業有限責任組合 
及びそれに類する組合への出資 

 29  33 
 

 301 

 
 

と
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(２) 2018年及び2019年12月31日に終了する連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 百万円  千米ドル 

 2018 2019  2019 

 

 売却額  
売却益 

の合計  

売却損 

の合計  売却額  
売却益 

の合計  

売却損 

の合計 

 

 売却額  
売却益 

の合計  

売却損 

の合計 

株式 ¥ 2 ¥ 2  － ¥ 65 ¥ 34  －  $ 599 $ 317  - 

 

(３) 2018年及び2019年12月31日に終了する連結会計年度中に減損処理を行った有価証券 

   百万円  千米ドル 
 

 2018 2019  2019 
 

減損額 減損額  減損額 

株式  － ¥ 2  $ 21 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

 

(デリバティブ取引関係) 

2018年及び2019年12月31日現在のデリバティブ取引の内訳は次のとおりです。 

 

(１) ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

通貨関連(市場取引以外の取引) 

       百万円 

       2018 

    契約額等     

  合計  1年超  時価 評価損益 

為替予約取引 

 買建米ドル 
¥ 817  － ¥ (12) ¥ (12) 

         
       百万円 

       2019 

    契約額等     

  合計  1年超  時価 評価損益 

為替予約取引 

 買建米ドル 
¥ 522  － ¥ 4 ¥ 4 

         
       千米ドル 

       2019 

    契約額等     

  合計  1年超  時価 評価損益 

為替予約取引 

 買建米ドル 
$ 4,771  

 - $ 44 $ 44 

(注)時価の算定方法  取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

58 大塚商会アニュアルレポート2019



 

(２) ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

通貨関連       

     百万円 

     2018 

    契約額等   

  合計  1年超  時価 

為替予約取引  外貨建予定取引 

 買建米ドル
 ¥ 2,008  － ¥ (41) 

       

     百万円 

     2019 

    契約額等   

  合計  1年超  時価 

為替予約取引  外貨建予定取引 

 買建米ドル
 ¥ 500  － ¥ 3 

       

     千米ドル 

     2019 

    契約額等   

  合計  1年超  時価 

為替予約取引  外貨建予定取引 

 買建米ドル 
 $ 4,570  - $ 32 

(注)時価の算定方法  取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

 
金利関連       

      百万円 

      2018 

    契約額等   

  合計  1年超  時価 

長期借入金 金利スワップ取引 

 支払固定・受取変動
 ¥ 1,700 ¥ 1,700  (注) 

       

      百万円 

      2019 

    契約額等   

  合計  1年超  時価 

長期借入金 金利スワップ取引 

 支払固定・受取変動
 ¥ 1,700 ¥ 1,700  (注) 

       

      千米ドル 

      2019 

    契約額等   

  合計  1年超  時価 

長期借入金 金利スワップ取引 

 支払固定・受取変動 
 $ 15,518 $ 15,518  (注) 

(注)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含

めて記載しております。 
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(退職給付関係) 

(１) 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、退職給付型の制度として、確定拠出年金、規約型確定給付企業年金及び退職一時金制度を設け

ております。当連結会計年度末現在の連結会社のうち、確定拠出年金については4社、規約型確定給付企業年金について

は３社が加入し、退職一時金制度については5社が有しております。 

当社及び連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しておりま

す。 

また、連結子会社中1社は、複数事業主制度に加入しており、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算する

ことができないため、確定拠出制度と同様に会計処理しております。 

なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 

(２) 確定給付制度 

(a)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表(簡便法を適用した制度を除く。) 

  
  百万円   千米ドル 

  2018  2019   2019 

退職給付債務の期首残高 ¥ 51,763 ¥ 53,619  $ 489,448 

 勤務費用  2,536  2,553   23,307 

 利息費用   105  56   512 

 数理計算上の差異の発生額  474  (546)   (4,990) 

 退職給付の支払額  (1,261)  (1,772)   (16,180) 

退職給付債務の期末残高 ¥ 53,619 ¥ 53,909  $ 492,096 

 
(b)年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

    百万円   千米ドル 

  2018  2019   2019 

年金資産の期首残高 ¥ 43,925 ¥ 45,054  $ 411,269 

 数理計算上の差異の発生額  21  12   116 

 事業主からの拠出額  2,276  2,189   19,982 

 退職給付の支払額  (1,168)  (1,717)   (15,678) 

年金資産の期末残高 ¥ 45,054 ¥ 45,538  $ 415,690 

 
(c)簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表 

   百万円 千米ドル 

  2018  2019   2019 

退職給付に係る負債の期首残高 ¥ 694 ¥ 640  $ 5,850 

 退職給付費用   77  83   757 

 退職給付の支払額  (97)  (95)   (868) 

 連結除外に伴う減少額  (33)  －   - 

退職給付に係る負債の期末残高 ¥ 640 ¥ 628  $ 5,739 
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(d)退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表 

    百万円   千米ドル 

  2018  2019   2019 

積立型制度の退職給付債務 ¥ 51,211 ¥ 51,328  $ 468,536 

年金資産  (45,054)  (45,538)   (415,690) 

  6,157  5,789   52,845 

非積立型制度の退職給付債務  3,048  3,209   29,299 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額  9,205  8,999   82,145 

        

退職給付に係る負債  9,205  8,999   82,145 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 ¥ 9,205 ¥ 8,999  $ 82,145 

(注)簡便法を適用した制度を含みます。        

 

(e)退職給付費用及びその内訳項目の金額 
       

    百万円   千米ドル 

  2018  2019   2019 

勤務費用 ¥ 2,536 ¥ 2,553  $ 23,307 

利息費用  105  56   512 

数理計算上の差異の費用処理額  181  351   3,204 

過去勤務費用の費用処理額  (107)  (107)   (981) 

簡便法で計算した退職給付費用  77  83   757 

臨時に支払った割増退職金  15  12   115 

確定給付制度に係る退職給付費用 ¥ 2,809 ¥ 2,948  $ 26,916 

 
 

(f)退職給付に係る調整額 

退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりです。 

    百万円  千米ドル 

  2018  2019   2019 

過去勤務費用 ¥ (107) ¥ (107)  $ (981) 

数理計算上の差異   (271)  910   8,312 

合計 ¥ (378) ¥ 803  $ 7,331 

 
(g)退職給付に係る調整累計額 

退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりです。 

    百万円   千米ドル 

  2018  2019   2019 

未認識過去勤務費用 ¥   (431) ¥ (323)  $ (2,953) 

未認識数理計算上の差異  (1,048)  (1,958)   (17,878) 

合計 ¥ (1,479) ¥ (2,282)  $ (20,832) 

 
(h)年金資産に関する事項   

①年金資産の主な内訳   

 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。   

 2018 2019 

現金及び預金 86％ 86％ 

生命保険一般勘定 14％ 14％ 

合計 100% 100% 
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②長期期待運用収益率の設定方法   
 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資

産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

 

(i)数理計算上の計算基礎に関する事項   

主要な数理計算上の計算基礎   

 2018 2019 

割引率 0.1％ 0.1％ 

長期期待運用収益率 0.0％ 0.0％ 

予想昇給率 7.5％ 7.4％ 
(注)予想昇給率は、ポイント制度に基づき算定しております。   

 

(３) 確定拠出制度 

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度805百万円、当連結会計年度810百万円(7,394

千米ドル)でした。 

 

(４) 複数事業主制度 

確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の企業年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度22百万円、

当連結会計年度23百万円(212千米ドル)でした。 
 

(a)複数事業主制度の直近の積立状況        

    百万円   千米ドル 

  2018  2019   2019 
 3月31日現在 3月31日現在  3月31日現在 

年金資産の額 ¥ 28,441 ¥ 49,969  $ 456,130 

年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額  27,649  47,438   433,033 

差引額 ¥ 792 ¥ 2,530  $ 23,097 

 
(b)複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合 

 前連結会計年度 1.2％ (2018年3月31日現在) 

 当連結会計年度 1.2％ (2019年3月31日現在) 
 

 

(c)補足説明        

上記(a)の差引額の主な要因        

 
   百万円   千米ドル 

  2018  2019   2019 

別途積立金 ¥ 562 ¥ 792  $ 7,230 

剰余金  229  1,738   15,866 

合計 ¥ 792 ¥ 2,530  $ 23,097 

なお、上記(b)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しておりません。 

 

62 大塚商会アニュアルレポート2019



 

(税効果会計関係) 

(１) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
  

  百万円   千米ドル 

  2018  2019   2019 

繰延税金資産        

貸倒引当金 ¥ 92 ¥ 107  $ 977 

未払事業税等  635  858   7,840 

賞与引当金  1,093  1,231   11,240 

退職給付に係る負債  2,822  2,759   25,185 

役員退職慰労引当金  212  218   1,996 

減損損失  853  1,202   10,978 

ソフトウェア開発費  1,331  1,449   13,231 

固定資産未実現利益  300  406   3,709 

その他  1,812  2,383   21,759 

繰延税金資産(小計)  9,154  10,617   96,918 

評価性引当額  (946)  (953)   (8,708) 

繰延税金資産(合計)  8,208  9,663   88,210 

繰延税金負債        

その他有価証券評価差額金  (2,001)  (2,692)   (24,577) 

その他  (62)  (75)   (692) 

繰延税金負債(合計)  (2,063)  (2,768)   (25,269) 

繰延税金資産(純額) ¥ 6,144 ¥ 6,895  $ 62,941 
 

(２) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため注記を

省略しております。 

 

(資産除去債務関係) 

重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

 
 

(賃貸等不動産関係) 

重要性が乏しいため、注記を省略しております。 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

(１) 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象とな

っているものであります。 

当社は、情報システムの構築・稼働までを事業領域とする「システムインテグレーション事業」と、システム稼働後

のサポートを事業領域とする「サービス＆サポート事業」を主な事業としております。 

従って、当社は「システムインテグレーション事業」及び「サービス＆サポート事業」を報告セグメントとしておりま

す。 

具体的な事業内容としては、次のとおりであります。「システムインテグレーション事業」は、コンサルティングか

らシステム設計・開発・搬入設置工事、ネットワーク構築まで最適なシステムを提供しております。「サービス＆サポ

ート事業」 は、サプライ供給、ハード＆ソフト保守、テレフォンサポート、アウトソーシングサービス等により導入シ

ステムや企業活動をトータルにサポートしております。 

 

(２) 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における

記載と概ね同一であります。また、報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であり、各セグメント間の内部取引

は市場実勢価格に基づいております。 

 

(３) 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

百万円 

 報告セグメント 
 

   2018 

 システムインテグ 

レーション事業 

サービス＆ 

サポート事業 

  

合計 

調整額 

(注１) 

連結財務諸表 

計上額(注２) 

売上高           
外部顧客への売上高 ¥ 463,293 ¥ 296,577 ¥ 759,871  － ¥ 759,871 
セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 124  429  553  (553)  － 

売上高計 ¥ 463,417 ¥ 297,007 ¥ 760,424 ¥ (553) ¥ 759,871 

セグメント利益 ¥ 41,645 ¥ 14,670 ¥ 56,315 ¥ (8,257) ¥ 48,058 

セグメント資産 ¥ 145,708 ¥ 104,958 ¥ 250,666 ¥ 156,065 ¥ 406,732 

その他の項目           

減価償却費(注３) ¥ 2,956 ¥ 2,727 ¥ 5,684 ¥ 754 ¥ 6,438 

持分法適用会社への投資額  791  4,891  5,682  －  5,682 
有形固定資産及び無形 

固定資産の増加額 
 3,356  4,188  7,544  755  8,300 
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 百万円 

 報告セグメント       

       2019 

 システムインテグ 

レーション事業 

サービス＆ 

サポート事業  合計  

調整額 

(注１) 

連結財務諸表 

計上額(注２) 

売上高           

外部顧客への売上高 ¥ 578,698 ¥ 307,837 ¥ 886,536  － ¥ 886,536 
セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 95  549  644  (644)  － 

売上高計 ¥ 578,794 ¥ 308,387 ¥ 887,181 ¥ (644) ¥ 886,536 

セグメント利益 ¥ 55,265 ¥ 15,746 ¥ 71,012 ¥ (8,819) ¥ 62,192 

セグメント資産 ¥ 172,739 ¥ 111,205 ¥ 283,944 ¥ 177,867 ¥ 461,812 

その他の項目           

減価償却費(注３) ¥ 3,452 ¥ 2,870 ¥ 6,322 ¥ 905 ¥ 7,228 

持分法適用会社への投資額  908  5,263  6,172  －  6,172 
有形固定資産及び無形 

固定資産の増加額 
 3,448  4,341  7,790  70  7,860 

 
 千米ドル 

 報告セグメント       

       2019 

 システムインテグ 

レーション事業 

サービス＆ 

サポート事業  合計  

調整額 

(注１) 

連結財務諸表 

計上額(注２) 

売上高           
外部顧客への売上高 $ 5,282,508 $ 2,810,019 $ 8,092,527  - $ 8,092,527 
セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 870  5,015  5,885  (5,885)  - 

売上高計 $ 5,283,378 $ 2,815,034 $ 8,098,412 $ (5,885) $ 8,092,527 

セグメント利益 $ 504,479 $ 143,738 $ 648,218 $ (80,508) $ 567,709 

セグメント資産 $ 1,576,809 $ 1,015,111 $ 2,591,921 $ 1,623,615 $ 4,215,536 

その他の項目           

減価償却費(注３) $ 31,512 $ 26,202 $ 57,715 $ 8,268 $ 65,983 

持分法適用会社への投資額  8,294  48,049  56,344  -  56,344 
有形固定資産及び無形 

固定資産の増加額 
 31,481  39,627  71,109  639  71,749 

(注) 1. 調整額の内容のうち主なものは以下のとおりであります。 

    百万円   千米ドル 

  2018  2019   2019 
セグメント利益の調整額        

報告セグメントに帰属しない親会社の管理部門に係る費用 ¥ (8,270) ¥ (8,821)  $ (80,526) 
セグメント資産の調整額        

報告セグメントに帰属しない親会社の余資運用資金(現金及び預金、投資有価証券)及び親

会社の管理部門に係る資産 
¥ 156,743 ¥ 178,789  $ 1,632,032 

減価償却費の調整額        
全社資産に係る減価償却費 ¥ 754 ¥ 905  $ 8,268 

有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額        
全社資産に係る増加額  755  70   639 

2. セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

3. その他の項目の減価償却費には、長期前払費用に係る金額が含まれております。 
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【関連情報】 

(１) 製品及びサービスごとの情報 

2018年及び2019年のセグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

(２) 地域ごとの情報 

1. 売上高 

2018年及び2019年の本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略し

ております。 

 

2. 有形固定資産 

2018年及び2019年現在、本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

(３) 主要な顧客ごとの情報 

2018年及び2019年の外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手がないた

め、記載はありません。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【関連当事者情報】 

該当事項はありません。
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(１株当たり情報) 

１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は次のとおりです。 

  
  円   米ドル 

 2018  2019   2019 

1株当たり純資産額 ¥ 1,211.63 ¥ 1,367.76  $ 12.49 

1株当たり当期純利益  177.22  229.42   2.09 

(注) 1. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2. 2018年4月1日を効力発生日として、普通株式1株につき2株の割合で株式分割を実施しております。これに伴い、前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、1株当たり純資産額、1株当たり当期純利益を算定しております。 

 

3. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。        

    百万円   千米ドル 

  2018  2019   2019 
純資産の部の合計額 ¥ 231,664 ¥ 261,622  $ 2,388,151 

純資産の部から控除する金額(非支配株主持分)  1,938  2,293   20,932 

普通株式に係る期末の純資産額 ¥ 229,726 ¥ 259,328  $ 2,367,219 

1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数(千株)  189,601  189,601    
(注)  1株当たり純資産は、各年の期末発行済株式総数(自己株式を除く)を基に計算しております。 
 

4. 1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 
       

    百万円   千米ドル 

  2018  2019   2019 

親会社株主に帰属する当期純利益 ¥ 33,601 ¥ 43,497  $ 397,057 

普通株主に帰属しない金額  －  －   - 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 ¥ 33,601 ¥ 43,497  $ 397,057 

普通株式の期中平均株式数(千株)  189,601  189,601    

(注)  1株当たり当期純利益は、各年の期中平均発行済株式総数(自己株式を除く)を基に計算しております。 
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【連結附属明細表】 

 

(借入金等明細表) 

2019年12月31日現在の借入金等は次のとおりです。 

    百万円 

   2019 

当期首残高 当期末残高 

短期借入金(平均利率0.74％ ) ¥ 4,800 ¥ 4,800 

1年以内に返済予定の長期借入金  －  － 

1年以内に返済予定のリース債務  698  724 
長期借入金 (返済期限2023年、平均利率0.66％ )  1,700  1,700 
長期リース債務(返済期限2021年～2024年)  1,058  1,583 

その他有利子負債  －  － 

合計 ¥ 8,256 ¥ 8,807 

 
    千米ドル 

    2019 

 当期首残高 当期末残高 

短期借入金(平均利率0.74％ ) $ 43,815 $ 43,815 

1年以内に返済予定の長期借入金  -  - 
1年以内に返済予定のリース債務  6,374  6,609 
長期借入金 (返済期限2023年、平均利率0.66％ )  15,518  15,518 
長期リース債務(返済期限2021年～2024年)  9,663  14,452 
その他有利子負債  -  - 

合計 $ 75,371 $ 80,394 
(注) 1. 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

2. リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対照表に計上しているた

め、記載しておりません。 

 

3. 2019年12月31日現在における長期借入金及び長期リース債務の連結決算日後5年間の返済予定額は以下のとおりです。 

        百万円 

        2019 

 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 

長期借入金  －  － ¥ 1,700  － 

長期リース債務  656  490  332  103 
 

       千米ドル 

        2019 

 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 

長期借入金  -  - $ 15,518  - 

長期リース債務  5,997  4,474  3,036  944 
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独立監査人の監査報告書（和訳）

株式会社大塚商会	取締役会　御中

当監査法人は、添付の株式会社大塚商会及び連結子会社の円貨で表示された連結財務諸表、すなわち、2019年

12月31日現在の連結貸借対照表、同日をもって終了した連結会計年度の連結損益計算書及び連結包括利益計算書、

連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結財務諸表注記について監査を行った。

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、これらの連結財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正または誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適

用される。連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見を表明するものではないが、当監査法人は、

リスクの評価に際して、状況に応じた適切な監査手続きを立案するために、連結財務諸表の作成と適切な表示に関連

する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針の適切さ及び経営者によって行われた会計上

の見積りの合理性の評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社大塚商会及び連結子会社の2019年12月31日現在の連結財政状態及び同日をもって終了する連結会計年度の

連結経営成績及び連結キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

便宜上の換算

当監査法人は、読者の便宜のために表示されている添付の連結財務諸表に記載された米ドル金額への換算について

レビューを行った。我々の意見によれば、当該換算は注記３に述べられている方法により適切に行われている。

EY新日本有限責任監査法人

2020年3月27日

日本、東京

本監査報告書は、OTSUKA	CORPORATION	Annual	Report	2019に掲載されている“Independent	Auditor’s	Report”を翻訳したものです。


